
 

 

 
 
 

貸 借 対 照 表 
（令和７年３月 31日現在）                               （単位：千円）          

 （ 資 産 の 部 ）   （ 負 債 の 部 ）  

Ⅰ.流 動 資 産  Ⅰ.流 動 負 債  

 現 金 及 び 預 金 110,386  1 年内返済予定の長期借入金 504,000 

 完 成 工 事 未 収 入 金 1,202,298  工 事 未 払 金 343,544 

 兼 業 事 業 未 収 入 金 508  リ ー ス 債 務 228,315 

 未 成 工 事 支 出 金 145,737  未 払 金 221,916 

 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 19,890  未 払 費 用 44,013 

 短 期 貸 付 金 1,764,578  連 結 納 税 未 払 金 107,804 

 未 収 金 3,758  未 払 法 人 税 等 95,580 

 前 払 金 5,542  未 払 消 費 税 等 9,673 

 立 替 金 242  預 り 金 15,293 

 そ の 他 流 動 資 産 82,597  前 受 金 11,321 

    未 成 工 事 受 入 金 90,482 

 流 動 資 産 合 計 3,335,541  賞 与 引 当 金 269,006 
      

    流 動 負 債 合 計 1,940,952 

Ⅱ.固 定 資 産     

1. 有 形 固 定 資 産  Ⅱ.固 定 負 債  

 建 物 1,152,927  長 期 借 入 金 990,000 

 建 物 付 属 設 備 180,918  リ ー ス 債 務 186,707 

 構 築 物 65,604  退 職 給 付 引 当 金 510,945 

 機 械 装 置 79,652  役員退職慰労引当金 18,400 

 車 両 運 搬 具 2,098,196  修 繕 引 当 金 24,548 

 工 具 器 具 備 品 209,529  預 り 敷 金 ・ 保 証 金 17,465 

 土 地 716,961    

 リ ー ス 資 産 369,851  固 定 負 債 合 計 1,748,066 

 建 設 仮 勘 定 1,324,870    

    負 債 合 計 3,689,019 

 有 形 固 定 資 産 合 計 6,198,512    
      

2. 無 形 固 定 資 産   （純資産の部）  

 電 話 加 入 権 4,803 Ⅰ.株 主 資 本  

 水 道 施 設 利 用 権 505 1. 資 本 金 45,630 

 ソ フ ト ウ エ ア 21,099 2. 利 益 剰 余 金  

    （１）利 益 準 備 金 11,407 

 無 形 固 定 資 産 計 26,408  （２）その他の利益剰余金 6,241,512 

    任 意 積 立 金 2,200,000 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産   建 物 圧 縮 積 立 金 60,845 

 投 資 有 価 証 券 122,389  繰 越 利 益 剰 余 金 3,980,666 

 出 資 金 ・ 会 員 権 580  利 益 剰 余 金 合 計 6,252,919 

 長 期 前 払 費 用 6,950    

 長 期 貸 付 金 29,264  株 主 資 本 合 計 6,298,549 

 差 入 敷 金 ・ 保 証 金 21,085    

 繰 延 税 金 資 産 327,147 Ⅱ.評 価 ・ 換 算 差 額 等  

 そ の 他 1,511  その他有価証券評価差額金 66,750 

 貸 倒 引 当 金 △ 15,073    
    評価・換算差額等合計 66,750 

 投資その他の資産計 493,856    
      

 固 定 資 産 合 計 6,718,778  純 資 産 合 計 6,365,300 
      

 資 産 合 計 10,054,319  負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,054,319 
      



 

 

個 別 注 記 表 

自  令和 ６年 ４月 １日 

至  令和 ７年 ３月３１日 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１-１ 資産の評価基準及び評価方法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

・その他有価証券（市場価格のあるもの） 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は 

移動平均により算定）により行っております。 
 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）未成工事支出金 

個別法による原価法により行っております。 
 

（２）原材料 

先入先出法による原価法により行っております。（貸借対照表価額は収益性の低下による簿 

簿価切り下げの方法により算定）  
 

（３）貯蔵品 

先入先出法による原価法により行っております。 
 

１-２ 固定資産の減価償却の方法 

１．有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成 10年 4月 1 日以降に取得した建物（建物付属設備を除く並びに平成 28  

   年 4月 1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法）を採用しております。  

なお、リース資産の老朽取替により取得した線路保守用車両（マルチプルタイタンパ―及びレー 

ル削正車）については、リース資産の使用実績等から法定耐用年数を５年間延長した１５年で定 

率法により償却を行っております。 
 

２．無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可 

能期間（５年間）に基づき定額法により償却を行っております。 
 

３.リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数 

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

１-３ 収益及び費用の計上基準 

工事契約に係る収益は、工期がごく短い工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益 

を認識し、それ以外の工事については履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認 

識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積り方法は、工事原価総額に対する発生 

原価の割合で算出しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることがで 

きないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には原価回 

収基準を適用しております。 



 

 

１-４ 引当金の計上基準 

１． 貸倒引当金 

債権の貸倒れ損失に備えるため貸倒懸念債権等と判断した特定の債権については、個別に回収 

可能性等を勘案し、当該貸倒懸念債権額の５０％を貸倒引当金として計上しております。（金融 

商品実務指針 第１１４項） 
 

２． 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込み額の当期負担額を計上しております。 
 

３．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき計 

上しております。 
 

４．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備え、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
 

５．修繕引当金 

所有する賃貸建物の大規模修繕に備えるためにこれまで計上した引当金は、当該事業年度に発 

生した修繕費相当額を引当金より取り崩しております。 
 

１-５ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事契約については、工事進 

行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進 

行基準を適用する工事の進捗率の見積りは原価比例法によっております。 
 

１-６ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

１.消費税等の処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

２.グループ通算制度の適用 

当社はグループ通算制度を適用しており、親会社への未払法人税相当額は貸借対照表の流動負債 

の部に「連結納税未払金」として記載しております。 

 

２ 会計方針の変更に関する注記  

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用） 

「法人税、住民税及び事業税に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10月 28 日。以 

下、「2022 年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。 

法人税等の計上区分に関する改正については。2022 年改正会計基準 第 20-3 項ただし書きに定める 

経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 第 28 号 2022 

年 10 月 28 日）第 65-2 項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計 

方針の変更による財務諸表への影響はありません。 

 

３ 貸借対照表に関する注記 
 

３-１ 資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額 6,842,473 千円 



 

 

 ３-２ 資産に係る減損損失累計額 

  貸借対照表上、固定資産に係る減損損失累計額を減価償却累計額に含めて表示しております。 

 

３-３ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

１.短期金銭債権 1,111,563 千円 

２.短期金銭債務 118,671 千円 

※ 1 短期金銭債権には進行基準適用工事の工事未収金 10,085 千円が含まれております。 

2 短期金銭債務にはグループ通算制度に伴う JR 北海道への未払金が含まれております。 

 

４ 税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金及び修繕引当金の否認等であり 

ます。 
 

２．法人税及び地方税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会 

計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応報告第 42号 2021 年 8月 12 日）に従って、法人税及び 

地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

  

５ 関連当事者との取引に関する注記 

（単位：千円） 

種類 会社等の名称 議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引内容 取引金額 科 目 期末残高 

 

 

 

親 

 

 

 

 

会 

 

 

 

 

社 

 

 

 

 

 

 

北海道旅客鉄道（株） 

 

 

 

（被所有） 

直接 100% 

 

 

 

軌 道 保 守 

工 事 請 負 

軌道工事等の工事高 8,838,904 完成工事未収入金 1,099,962 

白石寮賃貸収入 70,176 前 受 金 5,848 

経営指導料の支払い 1,563 - - 

建物・施設賃貸料

等の支払い 
5,652 

前払費用 305 

未 払 金 41 

出向負担金の支払い 47,558 未 払 金 4,403 

出向負担金の受入 11,318 未 収 金 1,072 

通信回線負担保守 945,360 未 払 金 263 

システム使用料 350 未 払 金 220 

事故等損害賠償金 1,203 - - 

連結納税債務 107,804 連結納税未払金 107,804 

鉄道建設・運輸施設 
整備支援機構 完成 工事高 265,770 - - 

親

会

社

の

子

会

社 

 

 

 

 

（株）北海道 

ジェイ・アール商事 

 

 

 

 

- 

 

 

資金の貸付け 

及び借入 

CMS 貸付利息 1,294 
CMS 短期貸付金 1,764,578 

未収利息 275 

借入金の支払利息 8,358 

1 年内返済予定の 

長期借入金 
504,000 

長期借入金 990,000 

物品販売等 

固定金具の販売 102 - - 

固定資産の購入 1,180  

未 払 金 

 

 

2,340 材料 の購入 6,369 

備消耗品等の購入 31,171 

１. 取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

２. 取引については、市場価格を勘案して一般取引と同様に決定しております。 

３. 資金の貸付け及び借入は平成１４年５月より導入している、キャッシュ・マネジメント・システム（CMS）によ

るものであります。また、上記の利息については市場金利等を参考に決定しております。 

４. 出向負担金の受入額及び支払額については、当社の人件費を基準として決定しております。 

 



 

 

６ １株当たり情報に関する注記 

  

１．1株当たりの純資産額     27,307 円 16 銭 

２．1株当たりの当期純利益     2,422 円 46 銭 

                             

７ 当期純損益金額 

  

当 期 純 利 益    564,677 千円 

 

個別注記表に記載されている金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 


